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【課題】複 数の視 点画像 か ら求 め られ る視差量 自体 に問題が ある場合 又は視 差調 整対象 を検、出で き く
な って しま うよ うな場合 で も、適切 に視差調整 を行 う。 【解決手段】 数ぶ 点画 こ基：？ 、て
を取得 す る 3 次 元処理部 2 8 と、取得 され た視 差量の一定期間の変動 が所定値 よ り大 きい場合 、視 差至
が所定許容 限界値 に達 した場合 、 ： ，び視 差 の取得対攀 を検 で き な つぷ のま、 お,も、
場合 に、視 差量 に異 常が あ る と判 定 し、 これ らの いす れ で もない場 き 視 ¾ に、 ，や、¾ し.、セ ¾
し、視 差量 に異常が ない と判 定 され た場 合 に第 1 の視 差調 整 を行 い、視 量 に ， 定 され た
場合 に前記 第 1 の視 差調整の制御 と異 な る第 2 の視差調整の制御 に切 リ替 えて視差調整 を行 ? C P U 3
2 と、視差調整が行われ た複数の視 点画像 に基 づ く立体視画像 を表示す るモニ タ 1 2 A と、 を備 える。



明 細 書

発明の名称 ：再生装置、複眼撮像装置、再生方法及びプログラム

技術分野

[0001 ] 本発明は、再生装置、複眼撮像装置、再生方法及びプログラムに関する。

背景技術

[0002] 従来、複数の撮像部を備え、立体視画像を生成する複眼撮像装置が提案さ

れている。複眼撮像装置は、複数の撮像部でそれぞれ生成された複数の視点

画像に基づいて立体視画像を生成 し、この立体視画像を立体視表示用モニタ

に表示する。

[0003] 複眼撮像装置で撮像 された立体視画像の立体感はユーザの両眼の距離や立

体視表示用モニタか らユーザまでの距離に左右 されるので、複眼撮像装置の

立体視機能については個人差が大きいという問題がある。そのため、複眼撮

像装置では、ユーザの操作に従 って複数の視点画像の視差が調整可能になつ

てお り、これにより立体視画像の立体感が調整される。

[0004] そこで、特開 2 0 0 5 - 7 3 0 2 号公報 （以下、特許文献 1 という）に

は、立体視画像を表示させるディスプレイの種類にかかわ らず、最初に視差

量調整を行ったユーザの意図に合った視差量調整を行 う技術が開示されてい

る。

[0005] 特許文献 1 の技術では、視差量の変更要求に基づき視差量の調整に関する

情報が作成され、これをディスプレイの種類に依存 しない単位の情報に変換

して記録される。そ して、記録された情報が読み出されると、この情報に基

づいて視差量の調整に関する情報が作成され、この情報に基づいて立体表示

用の画像が生成される。

[0006] また、特開 2 0 0 4 — 2 2 1 7 0 0 号公報 （以下、特許文献 2 という）に

は、立体視画像を表示 している間にユーザの意図にあった視差を特定する技

術が開示されている。

[0007] 特許文献 2 の技術では、表示装置に表示された立体視画像の限界視差がュ



一ザの指示に従 って特定され、立体視画像を表示する前に適正視差が実現 さ

れるように画像処理が行われる。

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか し、最初の段階に問題がある場合、例 えば、撮像部で得 られた複数の

視点画像か ら求め られる視差量 自体に問題がある場合、視差調整対象を検出

できな くなって しまうような場合では、特許文献 1 及び 2 の技術を用いても

、適切に視差調整を行 うことができないという問題がある。

[0009] 本発明は、このような実情を鑑みて提案されたものであ り、複数の視点画

像か ら求め られる視差量 自体に問題がある場合又は視差調整対象を検出でき

な くなって しまうような場合でも、適切に視差調整を行 うことができる再生

装置、複眼撮像装置、再生方法及びプログラムを提供することを目的とする

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明の第 1 の態様に係る再生装置は、複数の視点か ら同一の被写体が連

続 フ レームで撮像 された複数視点の連続 フ レーム画像を入力する入力部 と、

前記入力部によって入力された連続 フレーム画像を構成するフ レー ム画像に

基づいて視差量を取得する視差量取得部 と、前記視差量取得部によ り取得 さ

れた視差量の一定期間の変動が所定値よ り大きい場合、前記視差量が予め定

め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視差量の取得対象を検出できな

くなつた場合の少な くとも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す

る異常判定部 と、前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定され

た場合に、第 1 の視差調整を行い、前記異常判定部によ り前記視差量に異常

があると判定された場合に、前記第 1 の視差調整の制御 と異なる第 2 の視差

調整の制御に切 り替えて視差調整を行 う視差調整部 と、前記視差調整部によ

つて前記視差調整が行われた前記連続 フ レー ム画像を出力する出力部 と、を

備えている。

[001 本発明の第 2 の態様は、本発明の第 1 の態様において、前記視差調整部は



、前 記異 常判 定部 に よ り前 記視 差 量 に異 常 が あ る と判 定 され た場 合 、予 め 定

め られ た視 差 量最 大 変化 量 の範 囲 内で視 差 調 整 を行 う。

[001 2 ] 本 発 明 の第 3 の 態様 は、本発 明の第 1 の 態様 又 は第 2 の 態様 に お いて 、前

記視 差 調 整 部 は、前 記異 常判 定部 に よ り前 記視 差 量 に異 常 が あ る と判 定 され

た場 合 、前 フ レー ム での視 差 量 を用 いて視 差 調 整 を行 う。

[001 3 ] 本 発 明 の第 4 の 態様 は、本発 明の第 1 の 態様 か ら第 3 の 態様 の いずれ か 1

つ に お いて 、前 記視 差 調 整 部 は、前 記異 常判 定部 に よ り前 記視 差 量 に異 常 が

あ る と判 定 され た場 合 、視 差 調 整頻 度 を低 下 させ る。

[001 4 ] 本 発 明 の第 5 の 態様 は、本発 明の第 1 の 態様 か ら第 4 の 態様 の いずれ か 1

つ に お いて 、前 記視 差 量 取 得 部 が 、前 記 フ レー ム画像 内 に お いて視 差 量 の取

得 対象 の被 写体 像 と して予 め 定 め られ た被 写体 像 に基 づ いて視 差 量 を取 得 す

る もの で あ る。

[001 5 ] 本 発 明 の第 6 の 態様 は、本発 明の第 5 の 態様 に お いて 、前 記 予 め 定 め られ

た被 写体 像 を、前 記 フ レー ム画像 内の 所 定値 の空 間周 波数 で規 定 され る閉 曲

線領 域 に基 づ く被 写体 像 と した もの で あ る。

[001 6] 本 発 明 の第 7 の 態様 は、複 数 の視 点 か ら同一 の被 写体 が連続 フ レー ム で撮

像 され た複 数視 点 の連続 フ レー ム画像 を入 力す る入 力部 と、前 記 入 力部 に よ

つて入 力 され た連続 フ レー ム画像 を構 成 す る フ レー ム画像 に基 づ いて所 定ォ

ブジ ェク 卜の視 差 量 を取 得 す る視 差 量 取 得 部 と、前 記視 差 量 取 得 部 に よ り取

得 され た視 差 量 の 一 定期 間 の 変動 が 所 定値 よ り大 き い場 合 、前 記視 差 量 が 予

め 定 め られ た許 容 限界 値 に達 した場 合 、及 び前 記視 差 量 の取 得 対象 を検 出 で

きな くな った場 合 の少 な くとも 1 つ の場 合 に、前 記視 差 量 に異 常 が あ る と判

定す る異 常判 定部 と、前 記異 常判 定部 に よ り前 記視 差 量 に異 常 が な い と判 定

され た場 合 に、前 記 所 定オ ブジ ェク 卜の視 差 調 整 を行 い、前 記異 常判 定部 に

よ り前 記視 差 量 に異 常 が あ る と判 定 され た場 合 に、前 記 所 定オ ブジ ェク 卜と

異 な る他 のオ ブジ ェク トを対象 と して視 差 調 整 を行 う視 差 調 整 部 と、前 記異

常判 定部 に よ り前 記視 差 量 に異 常 が な い と判 定 され た場 合 に、前 記視 差 調 整

部 に よ って視 差 調 整 が行 われ た前 記 所 定オ ブジ ェク トを含 む前 記 フ レー ム画



像 を出 力 し、前 記異 常判 定部 に よ り前 記視 差量 に異 常が ある と判 定 され た場

合 に、前 記視 差調整部 に よ って視 差調整 が行われ た前 記他 のオ ブジ ェク トを

含 む前 記 フ レー ム 画像 を出 力す る出 力部 と、 を備 えて いる。

[001 7 ] 本発 明の第 8 の態様 は、本発 明の第 7 の態様 にお いて、前 記視 差調整部 は

、前 記 フ レー ム 画像 の画像 面 に垂 直 な方 向にお いて前 記 所定オ ブジ ェク 卜と

最 も距離 が近 いオ ブジ ェク トを前 記他 のオ ブジ ェク トとす る。

[001 8] 本発 明の第 9 の態様 は、本発 明の第 7 の態様 にお いて、前 記視 差調整部 は

、前 記 フ レー ム画像 の画像 面上 にお いて前 記 所定オ ブジ ェク 卜と最 も距離 が

近 いオ ブジ ェク トを前 記他 のオ ブジ ェク トとす る。

[001 9] 本発 明の第 1 0 の態様 は、本発 明の第 7 の態様 か ら第 9 の態様 の いずれ か

つ にお いて、前 記 所定オ ブジ ェク ト及 び前 記他 のオ ブジ ェク 卜の少 な くと

も一方 を、前 記 フ レー ム画像 内の所定値 の空 間周 波数 で規 定 され る閉曲線領

域 に基 づ く被 写体像 と した もの で ある。

[0020] 本発 明の第 1 1 の態様 は、本発 明の第 1 の態様 か ら第 1 0 の態様 の いずれ

か 1 つ にお いて、前 記 出 力部 に よ り出 力 され た前 記 フ レー ム 画像 を、立体視

画像 と して視 認 され るよ うに表 示す る表 示部 を更 に含 む もの と した 。

[0021 ] 本発 明の第 1 2 の態様 は、本発 明の第 1 の態様 か ら第 1 1 の態様 の いずれ

か 1 つの再 生装置 と、前 記連続 フ レー ム 画像 を、複 数 の視 点か ら同一の被 写

体 を連続 フ レー ム で撮像 す る ことに よ り生成す る撮像 部 と、 を備 えて いる。

[0022] 本発 明の第 1 3 の態様 は、複 数 の視 点か ら同一の被 写体 が連続 フ レー ム で

撮像 され た複 数視 点の連続 フ レー ム 画像 を入 力 し、入 力 され た連続 フ レー ム

画像 を構 成す る フ レー ム画像 に基 づ いて視 差量 を取得 し、前 記取得 した前 記

視 差量 の一定期 間の変動 が所定値 よ り大 きい場合 、前 記視 差量 が予め定め ら

れ た許容 限界 値 に達 した場合 、及 び前 記視 差量 の取得 対象 を検 出で きな くな

つた場合 の少 な くとも 1 つの場合 に、前 記視 差量 に異 常が ある と判 定 し、前

記視 差量 に異 常が な い と判 定 した場合 に、第 1 の視 差調整 を行 い、前 記視 差

量 に異 常が ある と判 定 した場合 に、前 記第 1 の視 差調整 の制御 と異 な る第 2

の視 差調整 の制御 に切 り替 えて視 差調整 を行 い、前 記視 差調整 が行われ た前



記連続 フ レー ム画像を出力する。

[0023] 本発明の第 1 4 の態様は、複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで

撮像 された複数視点の連続 フ レー ム画像を入力 し、入力された連続 フ レー ム

画像を構成するフ レー ム画像に基づいて所定オブジェク 卜の視差量を取得 し

、前記取得 した前記視差量の一定期間の変動が所定値よ り大きい場合、前記

視差量が予め定め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視差量の取得対

象を検出できな くなった場合の少な くとも 1 つの場合に、前記視差量に異常

があると判定 し、前記視差量に異常がないと判定 した場合に、前記所定ォブ

ジェク 卜の視差調整を行い、前記視差量に異常があると判定 した場合に、前

記所定オブジェク 卜と異なる他のオブジェク トを対象 として視差調整を行い

、前記視差量に異常がないと判定された場合に、前記視差調整が行われた前

記所定オブジェク トを含む前記 フ レー ム画像を出力 し、前記視差量に異常が

あると判定された場合に、前記視差調整が行われた前記他のオブジェク トを

含む前記 フ レー ム画像を出力する。

[0024] 本発明の第 1 5 の態様は、コンピュータを、複数の視点か ら同一の被写体

が連続 フレームで撮像 された複数視点の連続 フレーム画像を入力する入力部

、前記入力部によって入力された連続 フレー ム画像を構成するフ レー ム画像

に基づいて視差量を取得する視差量取得部、前記視差量取得部によ り取得 さ

れた視差量の一定期間の変動が所定値よ り大きい場合、前記視差量が予め定

め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視差量の取得対象を検出できな

くなつた場合の少な くとも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す

る異常判定部、前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定された

場合に、第 1 の視差調整を行い、前記異常判定部によ り前記視差量に異常が

あると判定された場合に、前記第 1 の視差調整の制御 と異なる第 2 の視差調

整の制御に切 り替えて視差調整を行 う視差調整部、及び前記視差調整部によ

つて前記視差調整が行われた前記連続 フレーム画像を出力する出力部 として

機能 させるためのものである。

[0025] 本発明の第 1 6 の態様は、コンピュータを、複数の視点か ら同一の被写体



が連続 フ レームで撮像 された複数視点の連続 フ レーム画像 を入力す る入力部

と、前記入力部によって入力された連続 フ レーム画像 を構成す るフ レーム画

像 に基づいて所定オ ブジェク 卜の視差量 を取得す る視差量取得部、前記視差

量取得部によ り取得 された視差量の一定期間の変動が所定値 よ り大 きい場合

、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視差量の

取得対象 を検出できな くな った場合の少な くとも 1 つの場合に、前記視差量

に異常があると判定す る異常判定部、前記異常判定部によ り前記視差量に異

常がないと判定 された場合に、前記所定オ ブジェク 卜の視差調整 を行 い、前

記異常判定部によ り前記視差量に異常があると判定 された場合に、前記所定

オ ブジェク 卜と異なる他のオ ブジェク トを対象 と して視差調整 を行 う視差調

整部、及び前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合

に、前記視差調整部によって視差調整が行われた前記所定オ ブジェク トを含

む前記 フ レーム画像 を出力 し、前記異常判定部によ り前記視差量に異常があ

ると判定 された場合に、前記視差調整部によって視差調整が行われた前記他

のォ ブジェク トを含む前記 フ レーム画像 を出力す る出力部 と して機能 させ る

ための ものである。

発明の効果

[0026] 本発 明によれ ば、複数の視点画像か ら求め られ る視差量 自体 に問題がある

場合又は視差調整対象 を検出できな くな って しま うような場合でも、適切に

視差調整 を行 うことができる。

図面の簡単な説明

[0027] [ 図 1] 立体視画像再生装置の概略を示す斜視図である。

[図2] 立体視画像再生装置の表示装置側の概略構成 を示す ブロック図である。

[図3] 立体視用の画像 ファイルの ファイル フォーマ ツ トを示す図である。

[図4] 立体視画像再生装置の液晶シャッタ眼鏡側の概略構成 を示す プロック図

である。

[図5] 第 1 の視差調整ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図6] 第 1 の視差量取得ルーチンを示す フローチヤ一 トである。



[ 図 7] 第 2 の視差量取得ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図8 ] 第 1 のハ ンチング有無判定ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図 9] 第 2 のハ ンチング有無判定ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図 10 ] 第 2 の視差調整ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図 11] 第 3 の視差調整ルーチンを示す フローチヤ一 トである。

[図 12A] 視差調整対象 を G U I でマーキ ング した状態 を示す図である。

[図 12B] 視差調整対象 を G U I でマーキ ング した状態 を示す図である。

[図 12G] 視差調整対象 を G U I でマーキ ング した状態 を示す図である。

[図 13 ] 複眼カメラの正面側斜視図である。

[図 14 ] 複眼カメラの背面側斜視図である。

[図 15 ] 複眼カメラの内部構成 を示す概略 ブロック図である。

[図 16] 撮影部の構成 を示す図である。

[図 17] モニタの構成 を示す図である。

[図 18 ] レンチキユラ一 シ一 卜の構成 を示す図である。

[図 19] 左 目用及び右 目用画像 に対す る 3 次元処理 を説明す るための図である

[図20] 視差関連情報の一例 を示す図である。

[図21A] 視差関連情報 を説明す るための図である。

[図2 1B] 視差関連情報 を説明す るための図である。

発明を実施するための形態

[0028] [第 1 の実施形態 ]

図 1 は、本発明の第 1 の実施形態に係 る立体視画像再生装置 1 0 の概略を

示す図である。

[0029] 同図に示す ように、本第 1 実施形態に係 る立体視画像再生装置 1 0 は、立

体視画像 を表示す る表示装置 1 2 及び液晶シャツタ眼鏡 1 4 を備 えている。

また、表示装置 1 2 は、各種表示を行 うモニタ 1 2 A 、電源ポタン 1 2 B 、

再生開始ポタン 1 2 C 、及び再生停止ポタン 1 2 D を備 えている。

[0030] なお、本第 1 の実施形態では、左 目用画像 G 1 と右 目用画像 G 2 とを交互



に表示装置 1 2 に表示すると共に、左目用画像 G 1 が表示されたときに液晶

シャツタ眼鏡 1 4 の右 目の液晶シャツタが透過状態、右 目用画像 G 2 が表示

されたときに液晶シャッタ眼鏡 1 4 の左目の液晶シャッタが透過状態となる

ように交互に液晶シャッタを駆動する方式で立体視画像として視認されるよ

うに 3 次元立体映像を再生する形態を例に挙げて説明する。なお、本第 1 の

実施形態では、液晶シャッタ眼鏡 1 4 を使用 して 3 次元立体映像を再生する

立体視画像再生装置を一例 として説明するが、これに限るものではなく、例

えば、偏光フィルタ眼鏡を用いて 3 次元立体映像を再生するものを適用する

ようにしてもよいし、眼鏡を用いない方式で 3 次元立体映像を再生する方式

の立体視画像再生装置を適用するようにしてもよい。

[0031 ] 図 2 は、本第 1 の実施形態に係る立体視画像再生装置 1 0 の表示装置 1 2

側の概略構成を示すプロック図である。

[0032] 表示装置 1 2 は、同期通信部 1 6 、画像処理部 1 8 、圧縮 伸長処理部 2

0 、フレームメモ リ2 2 、メディア制御部 2 4 、内部メモ リ2 6 、 3 次元処

理部 2 8 、表示制御部 3 0 、及び C P U 3 2 を備えており、これ らはバス B

U S を介 して相互に接続されている。また、メディア制御部 2 4 には記録メ

ディア 3 4 力、 表示制御部 3 0 にはモニタ 1 2 A が各々接続されている。更

に、 C P U 3 2 には、電源ボタン 1 2 B 、再生開始ボタン 1 2 C 、及び再生

停止ポタン 1 2 D を含んで構成された入力部 3 5 が接続されている。

[0033] 同期通信部 1 6 は、液晶シャッタ眼鏡 1 4 の左右の液晶シャッタの駆動と

、表示装置 1 2 に表示する左目用及び右 目用のそれぞれの画像とを同期させ

るための信号の送信及び受信を行う。

[0034] 画像処理部 1 8 は、表示すべき画像を表す画像データに対 して、ホワイ ト

バランス調整、階調補正、シャープネス補正、色補正等の各種画像処理を施

す。

[0035] 圧縮 伸長処理部 2 0 は、画像処理部 1 8 によって処理が施された画像デ

—タに対 して、例えば、 J P E G やM P E G 等の圧縮形式で圧縮処理を行い

、立体視用の画像ファイル F O を作成 した り、再生する際に圧縮された画像



デー タを伸長す る処理 を行 う。画像 フ ァイ ル F O は、左 目用画像 G 1 及 び右

目用画像 G 2 の画像 デー タを有 してお り、更に、例 えば E x i f フォーマ ツ

卜に基づ く、基線長、輻輳角及び撮影 日時等の付帯情報 、及び視点位置 を表

す視点情報 を含んでいる。

[0036] 図 3 は、立体視用の画像 ファイルの ファイル フォーマ ッ トを示す図である

。立体視用の画像 フ ァイ ル F 0 は、左 目用画像 G 1 の付帯情報 H 1 、左 目用

画像 G の視点情報 S 、左 目用画像 G の画像 デー タ、右 目用画像 G 2 の

付帯情報 H 2 、右 目用画像 G 2 の視点情報 S 2 , 及 び右 目用画像 G 2 の画像

デー タが格納 され てなる。また、図示は しないが、左 目用及び右 目用画像 G

1 , G 2 についての付帯情報 、視点情報及び画像 デー タの前後 には、デー タ

の開始位置及び終 了位置 を表す情報が含 まれ る。

[0037] 付帯情報 H 1 , H 2 には、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の撮影 日、基

線長、及び輻輳角の情報が含 まれ る。付帯情報 H 1 , H 2 には、左 目用及び

右 目用画像 G , G 2 のサムネイル画像 も含 まれ る。なお、視点情報 と して

は、例 えば左側の撮影部か ら順 に付与 した視点位置の番号 を用 いる ことがで

さる。

[0038] フ レーム メモ リ2 2 は、画像 デー タに対 して、画像処理部 1 8 が行 う処理

を行 う各種処理 を行 う際 に使用す る作業用 メ モ リで ある。

[0039] メデ ィア制御部 2 4 は、記録 メデ ィア 3 4 に対 してアクセス して例 えば画

像 ファイルの書 き込み と読み込みの制御 を行 う。

[0040] 内部 メ モ リ 2 6 は、例 えば表示装置 1 2 における各種設定 を表す情報 、及

び C P U 3 2 が実行す るプログラム を記憶す る。

[0041 ] 3 次元処理部 2 8 は、記録 メデ ィア 3 4 に記憶 された画像 デー タを読み 出

して、同期通信部 1 6 による液晶シャ ツタ眼鏡 1 4 と通信 によって得 られ る

同期信号 に同期 して、立体視画像 を表示 させ るための左 目用画像 G 1 と、右

目用画像 G 2 とを交互 に表示す る ことによ り立体視画像 G R が表示 され るよ

うに表示制御部 3 0 を制御す る。また、 3 次元処理部 2 8 は、画像 デー タに

フ レーム毎の視差情報が記録 され ていない場合 に、主要被写体 を検 出 して、



フレーム毎の視差を算出する処理を行 う。また、 3 次元処理部 2 8 は、左 目

用画像 G 1 及び右 目用画像 G 2 の視差を調整することもできる。ここで、視

差 とは、左 目用画像 G 1 及び右 目用画像 G 2 の双方に含まれる被写体の、左

目用画像 G 及び右 目用画像 G 2 の横方向、すなわち基線に沿 った方向にお

ける画素位置のずれ量をいう。視差を調整することによ り、立体視画像 G R

に含まれる被写体の立体感を適切なものとすることができる。

[0042] 表示制御部 3 0 は、立体視する場合には、 3 次元処理部 2 8 の制御によつ

て左 目用画像 G と、右 目用画像 G 2 とを交互にモニタ 1 2 A に表示させる

[0043] 図 4 は、第 1 の実施形態に係る立体視画像再生装置 1 0 の液晶シャツタ眼

鏡 1 4 側の概略構成を示すプロック図である。

[0044] 液晶シャツタ眼鏡 1 4 は、同期通信部 3 6 、液晶シャツタ駆動部 3 8 、右

目用液晶シャツタ 4 0 、及び左 目用液晶シャツタ 4 2 を備える。

[0045] 同期通信部 3 6 は、左右の液晶シャツタの駆動 と、表示装置 1 2 に表示さ

れる左右それぞれの画像 とを同期 させるための信号を通信する。

[0046] 液晶シャツタ駆動部 3 8 は、同期通信部 3 6 による表示装置 1 2 と通信す

ることによって得 られる同期信号に同期 して、右 目用液晶シャツタ 4 0 及び

左 目用液晶シャツタ 4 2 の駆動を制御する。これによつて、左 目用画像 G 1

が表示装置 1 2 のモニタ 1 2 A に表示されているときに、右 目用液晶シャツ

タ 4 0 が透過状態、左 目用液晶シャツタ 4 2 が遮蔽状態 とな り、右 目用画像

G 2 が表示装置 1 2 のモニタ 1 2 A に表示されているときに、左 目用液晶シ

ャッタ 4 2 が透過状態、右 目用液晶シャツタ 4 0 が遮蔽状態 とな り、立体視

画像が再生される。

[0047] 以上のように構成 された表示装置 1 2 では、次の第 1 又は第 2 の視差調整

ルーチンが実行 される。なお、第 1 及び第 2 の視差調整ルーチンのプログラ

ムは内部メモ リ2 6 に予め記憶 されている。

[0048] (第 1 の視差調整ルーチン）

図 5 は、第 1 の視差調整ルーチンを示すフローチヤ一 トである。



[0049] ステップ 1 0 0 では、 C P U 3 2 は、動画再生開始の指示が再生開始ボタ

ン 1 2 C を介 して入力されると、 3 次元動画再生を開始 して、ステップ 1 0

2 へ進む。

[0050] ステップ 1 0 2 では、 C P U 3 2 は、記録メディア 3 4 に記憶されている

画像ファイル F 0 の左目用及び右 目用画像 G , G 2 に基づく視差量を 3 次

元処理部 2 8 に取得させる。ここでは、第 1 又は第 2 の視差量取得ルーチン

が実行され、 3 次元処理部 3 0 は次の処理を行う。

[0051 ] (視差量の取得）

図 6 は、第 1 の視差量取得ルーチンを示すフローチャー トである。 3 次元

処理部 2 8 は、最初に、複数画像、すなわち記録メディア 3 4 に記憶されて

いる画像ファイル F 0 の左目用及び右 目用画像 G , G 2 における同一の人

物の顏領域をそれぞれ検出 し、これ らの顏領域の座標を示す顏検出座標を取

得 し （ステップ 2 0 0 ) 、取得 した顏検出座標の座標差分を算出 し （ステツ

プ 2 0 2 ) 、座標差分から視差量を算出する （ステップ 2 0 4 ) 。

[0052] 図 7 は、第 2 の視差量取得ルーチンを示すフローチャー トである。 3 次元

処理部 3 0 は、最初に、複数画像、すなわち記録メディア 3 4 に記憶されて

いる画像ファイル F 0 の左目用及び右 目用画像 G , G 2 における同一のォ

ブジェク トをそれぞれ検出 し、これ らのオブジェク トを特定する特徴点の座

標である特徴点座標を取得 し （ステップ 2 1 0 ) 、取得 した特徴点座標の座

標差分を算出 し （ステップ 2 2 ) 、座標差分から視差量を算出する （ステ

ップ 2 4 ) 。そ して、第 1 又は第 2 の視差量取得ルーチンが終了すると、

図 5 に示すステップ 1 0 4 へ進む。

[0053] (視差量の異常判定）

ステップ 1 0 4 では、 C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 で取得された視差

量に異常があるか否かを判定 し、異常があると判定 した場合はステップ 1 0

6 へ進み、異常がないと判定 した場合はステップ 1 0 8 へ進む。ここでは、

( 1 ) 視差量にハンチングがあるか、 （2 ) 視差量が許容限界か、 （3 ) 視

差調整対象を見失って検出できなくなつたかのいずれか 1 つに基づいて視差



量の異常が判定される。

[0054] ( ) ハ ンチング有無の判定

C P U 3 2 は、ステップ 1 0 4 において、次に示す第 1 又は第 2 のハンチ

ング有無判定ルーチンを実行する。なお、左 目用及び第 2 のハンチング有無

判定ルーチンのプログラムは、内部メモ リ2 6 に予め記憶 されている。

[0055] 図 8 は、第 1 のハンチング有無判定ルーチンを示すフローチャー トである

。 C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 で得 られた一定期間の視差量を取得 し （

ステップ 2 2 0 ) 、取得 した視差量のばらつきS を算出する （ステップ 2 2

2 ) 。そ して、 C P U 3 5 は、ばらつきS がハンチング閾値 T よ り小 さい （

S < T ) かを判定する （ステップ 2 2 4 ) 。 S < T の場合はハンチングがな

い （視差量に異常がない）と判定 して図 5 のステップ 1 0 8 へ進み、 S < T

でない場合はハンチングがある （視差量に異常がある）と判定 して図 5 のス

テツプ 1 0 6 へ進む。

[0056] 図 9 は、第 2 のハンチング有無判定ルーチンを示すフローチャー トである

。 C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 で得 られた現 フレームと前 フレームの視

差量の変化量 D を取得する （ステップ 2 3 0 ) 。そ して、 C P U 3 2 は、変

化量 D がハンチング閾値 T よ り小 さい （S < T ) かを判定する （ステップ 2

3 2 ) 。 D < T の場合はハンチングがない （視差量に異常がない）と判定 し

て図 5 のステップ 1 0 8 へ進み、 D < T でない場合はハンチングがある （視

差量に異常がある）と判定 して図 5 のステップ 1 0 6 へ進む。

[0057] ( 2 ) 視差量の許容限界判定

C P U 3 2 は、ステップ 1 0 4 において、視差量が予め定め られた許容限

界値に達 しているかを判定 してもよい。ここで、許容限界 とは、立体視画像

に表 される物体の飛び出 し過 ぎ又は凹みすぎを表す視差量の閾値をいう。視

差量が許容限界値に達 している場合はステップ 1 0 6 へ進み、視差量が許容

限界に達 していない場合はステップ 1 0 8 へ進む。

[0058] ( 3 ) 視差調整対象の判定

C P U 3 2 は、ステップ 1 0 4 において、視差調整対象を見失って検出で



きなくなつたか否かを判定 してもよい。視差調整対象とは、例えば人物の顏

などの画面の中心位置付近にあるオブジェク ト、複数の特徴点などが該当す

る。

[0059] ここでは、 C P U 3 2 は、視差調整対象が例えば 1 0 フレーム検出されな

かった場合は視差調整対象を見失ったと判定 してステップ 1 0 6 へ進み、視

差調整対象が 1 0 フレーム検出されていない場合はステップ 1 0 8 へ進む。

なお、 「1 0 フレーム」は一例に過ぎず、その他のフレーム数であってもよ

し、。これにより、視差調整対象を見失った場合、視差調整制御を切 り替える

ので、 3 次元動画再生の視差調整を安定化させることができる。

[0060] (視差調整制御の切 り替え）

ステップ 1 0 6 では、 C P U 3 2 は、視差調整制御を別の制御に切 り替え

る。ここでは、第 1 〜第 3 の切 り替え処理のうちいずれか 1 つの処理が実行

される。

[0061 ] 第 1 の切 り替え処理として、 C P U 3 2 は、フレーム毎の視差量最大変化

量を定義 して 3 次元処理部 2 8 に設定することで、フレーム毎の視差量の変

化量に制限をかける。これにより、視差量最大変化量の範囲内で視差調整が

行われて、視差量の急激な変化を抑制できるので、 3 次元動画再生の視差調

整を安定化させることが可能になる。

[0062] また、第 2 の切 り替え処理として、 C P U 3 2 は、当該フレームでの視差

調整をスキップ （当該フレームでの視差調整を禁止） して、前フレームでの

視差調整をそのまま継続させる。つまり、前フレームでの視差量を使用する

。これにより、視差量に異常があった場合でも、視差調整をスキップできる

ので、 3 次元動画再生の視差調整を安定化させることができる。

[0063] さらに、第 3 の切 り替え処理として、 C P U 3 2 は、視差調整を実施する

頻度を減 らす。ここでは、図 5 に示す視差調整ルーチンの代わ りに、次の図

0 に示す第 2 の視差調整ルーチンが実行される。なお、図 5 のステップと

同じステップには同一の符号を付 し、重複する説明は省略する。

[0064] 図 1 0 の視差調整ルーチンは、ステップ 1 0 0 の次にインデックス番号 i



= 0 が設定され （ステップ 1 0 1 ) 、ステップ 1 0 2 の次に i 力《 増加 ( i

+ + ) する （ステップ 1 0 3 ) 点が、図 5 と相違する。更に、第 3 の切 り替

え処理が行われるステップ 1 0 6 では、次の処理が行われる。

[0065] C P U 3 2 は、最初に、インデックス番号 i が視差調整頻度 N 以上 （i ≥

N ) であるかを判定する （ステップ 2 4 0 ) 。そ して、 i ≥ N である場合は

i = 0 に設定 して （ステップ 2 4 2 ) ステップ 1 0 8 へ進み、 i ≥ N でない

場合はステップ 1 0 8 を飛ばしてステップ 1 1 0 へ進む。

[0066] このため、インデックス番号 i が N未満である場合は、ステップ 1 0 2 、

1 0 3 、 1 0 4 、 1 0 6 (ステップ 2 4 0 ) 、 1 1 0 が繰 り返 し実行され、

視差調整 （ステップ 1 0 8 ) が行われない。また、インデックス番号 i が N

に達すると、ステップ 1 0 4 、 1 0 6 (ステップ 2 4 0 、 2 4 2 ) を経て、

ステップ 1 0 8 に進むので、視差調整が実施される。

[0067] したがって、視差に異常があった場合、フレーム毎に視差調整するのでは

なく、 N フ レームにっき 1 回だけ視差調整するので、視差調整の頻度を減少

して、視差調整の変化を緩やかにすることができる。

[0068] ステップ 1 0 8 では、 C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 に視差調整を実施

させて、視差調整された左目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 を表示制御部 3 0

に出力し、ステップ 1 1 0 へ進む。

[0069] ステップ 1 1 0 では、 C P U 3 2 は、再生停止ポタン 1 2 D により動画再

生停止の指示が入力されたかを判定 し、肯定判定の場合は本ルーチンを終了

し、否定判定の場合は次のフ レームの処理に移行 し、再びステップ 1 0 2 へ

戻る。

[0070] 以上のように、本第 1 の実施形態に係る立体視画像再生装置 1 0 は、視差

量に異常がある場合又は視差対象を見失った場合でも、視差調整制御を切 り

替えてから視差調整を行うので、 3 次元動画再生の視差調整を安定化させる

ことができる。

[0071 ] なお、 C P U 3 2 は、ハンチングを検出 した場合、視差調整を実施 した後

(ステップ 1 0 8 終了後）ハンチングの有無を示すハンチング情報を記録メ



ディア 3 4 に記録してもよい。これにより、動画情報にハンチングの有無が

付加されるので、再度の動画再生時にハンチング情報を利用することができ

、再度の 3 次元動画再生時の視差調整を安定化させることができる。また、

ステップ 1 0 4 では、 （1 ) ハンチング有無の判定、 （2 ) 視差量の許容限

界判定、 （3 ) 視差調整対象の判定のいずれか 1 つが実行される場合につい

て説明したが、 （1 ) から （3 ) の少なくとも 1 つが実行されればよい。さ

らに、ステップ 1 0 6 では、第 1 〜第 3 の切り替え処理のうちいずれか 1 つ

の処理が実行される場合について説明したが、第 1 〜第 3 の切り替え処理の

うちの少なくとも 1 つの処理が実行されればよい。

[0072] [第 2 の実施形態]

次に、本発明の第 2 の実施形態について説明する。なお、第 1 の実施形態

と同一の部位については同一の符号を付し、その詳細な説明は省略する。第

の実施形態では第 1 又は第 2 の視差調整ルーチンが実行されたが、第 2 の

実施形態では第 1 又は第 2 の視差調整ルーチンに代えて次の第 3 の視差調整

ルーチンが実行される。

[0073] (第 3 の視差調整ルーチン）

図 1 1 は、第 3 の視差調整ルーチンを示すフローチャー トである。

[0074] ステップ 1 3 0 では、C P U 3 2 は、動画再生開始の指示が再生開始ボタ

ン 1 2 C を介して入力されると、 3 次元動画再生を開始して、ステップ 1 3

2 へ進む。

[0075] ステップ 1 3 2 では、C P U 3 2 は、記録メディア 3 4 に記憶されている

画像ファイル F 0 の左目用及び右目用画像G , G 2 に基づく基本視差量を

3 次元処理部 2 8 に取得させて、ステップ 1 3 4 へ進む。ここで、基本視差

量とは、デフォル トオブジェク 卜の視差量をいい、例えば画面中心に最も近

ぃォブジェク 卜の視差量をいう。

[0076] ステップ 1 3 4 では、C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 で取得された基本

視差量に異常があるか否かを判定する。ここでは、図 5 に示すステップ 1 0

4 と同じ処理が実行される。そして、基本視差量に異常がある場合はステツ



プ 1 3 8 へ進み 、異常がない場合 はステ ップ 1 3 6 へ進む。

[0077] ス テ ップ 1 3 6 では、 C P U 3 2 は、基本視差量 を用 いて視差調整 を実施

す るよ うに 3 次元処理部 2 8 を制御 して、ステ ップ 1 4 2 へ進む。本ステ ツ

プ 1 3 6 の処理 に応 じて、 3 次元処理部 2 8 は、左 目用及び右 目用画像 G 1

, G 2 の基本視差量 を用 いて視差調整 を行 い、視差調整 された左 目用及び右

目用画像 G 1 , G 2 を表示制御部 3 0 に出力す る。

[0078] —方 、ステ ップ 1 3 8 では、 C P U 3 2 は、 3 次元処理部 2 8 に他のォ ブ

ジェク 卜の視差量 を取得 させて、ステ ップ 1 3 8 へ進む。他のオ ブジェク ト

と しては、例 えば、デ フォル トオ ブジェク ト以外の人物の顏な どが該 当す る

[0079] ス テ ップ 1 4 0 では、他のオ ブジェク 卜の視差量 を用 いて視差調整 を実施

す るよ うに 3 次元処理部 2 8 を制御す る。 この とき、 3 次元処理部 2 8 は、

「他のオ ブジェク ト」 と して、 「Z 方 向においてデ フォル トオ ブジェク トに

近 いオ ブジェク ト」又は 「2 次元座標 においてデ フォル トオ ブジェク 卜に近

ぃォ ブジェク ト」 を選択 し、選択 したオ ブジェク 卜の視差量 を用 いて視差調

整 を行 い、視差調整 されたオ ブジェク トを表示制御部 3 0 に出力す る。 ここ

では、記録 メデ ィア 3 4 に記憶 され ている画像 ファイル F 0 の左 目用及び右

目用画像 G 1 , G 2 と同一の平面 を 2 次元座標 （X , Y ) で表 し、 この面 （

基線）に垂直な方 向を Z 方 向 とす る。

[0080] よ って、 「Z 方 向においてデ フォル トオ ブジェク トに近 いオ ブジェク ト」

は、 2 次元座標 において近 いか否かは問われ ないが、デ フォル トオ ブジェク

卜と立体感が最 も近 いオ ブジェク トである。 このため、 3 次元処理部 2 8 は

、当該オ ブジェク 卜の視差量 を用 いて視差調整 を行 うことで、視差量の急激

な変化 を抑制でき、その結果、安定 して視差調整 を行 うことができる。

[0081 ] また、 「2 次元座標 においてデ フォル トオ ブジェク トに近 いオ ブジェク ト

」は、デ フォル トオ ブジェク トの立体感 に近 いか否かは問わないが、 2 次元

座標上でデ フォル トオ ブジェク 卜に最 も近 いオ ブジェク トである。 このため

、 3 次元処理部 2 8 は、当該オ ブジェク トの視差量 を用 いて視差調整 を行 う



ことで、 これまでの視差調整対象に近いオ ブジェク 卜で視差調整を行 うこと

ができ、その結果、安定 して視差調整を行 うことができる。そ して、以上の

ような処理を経て、ステ ップ 1 4 2 へ進む。

[0082] ステ ップ 1 4 2 では、 C P U 3 2 は、視差調整対象をG U I (Graph i ca l U

ser I nterface) でマ一キング してモニタ 7 に表示 させて、ステ ップ 1 4 4 に

進む。 ここでは、視差調整対象である人物の顔に対 して、例 えば図 1 2 A に

示すように四角で囲んでもよい し、図 1 2 B に示すように丸で囲んでもよい

し、図 1 2 C に示すように星印をつけてもよい。

[0083] ステ ップ 1 4 4 では、 C P U 3 2 は、再生停止ポタン 1 2 D によ り動画再

生停止の指示が入力されたかを判定 し、肯定判定の場合は本ルーチンを終了

し、否定判定の場合は次のフレームの処理に移行 し、再びステ ップ 1 3 2 へ

戻る。

[0084] 以上のように、第 2 の実施形態の再生装置は、デフォル トオ ブジェク トの

基本視差量に異常がある場合又はデフオル トォ ブジェク トを見失 った場合で

も、視差調整対象を他のオ ブジェク 卜に切 り替えてか ら視差調整を行 うので

、 3 次元動画再生の視差調整を安定化 させることができる。

[0085] [第 3 の実施形態 ]

次に、図面を参照 して本発明の第 3 の実施形態について説明する。図 1 3

は本発明の実施形態に係 る複眼力メラ 3 0 1 の正面側斜視図、図 1 4 は背面

側斜視図である。

[0086] 複 眼力メラ 3 0 1 の上部には、 レリ一ズポタン 3 0 2 、電源ポタン 3 0 3

及びズーム レバ一 3 0 4 が備 えられている。複眼カメラ 3 0 の正面には、

フラッシュ 3 0 5 及び 2 つの撮影部 3 2 1 A 、 3 2 1 B の レンズが配設 され

ている。また、複眼カメラ 3 0 1 の背面には、各種表示を行 う液晶モニタ （

以下単に 「モニタ」いう。） 3 0 7 及び第 1 及び第 2 の実施形態で説明 した

再生開始ポタン 1 2 C 及び再生停止ポタン 1 2 D と しても機能するポタンを

含む各種操作ボタン 3 0 8 が配設 されている。

[0087] 図 1 5 は、複眼カメラ 3 0 1 の内部構成を示す概略ブロック図である。複



眼力メラ 3 0 1 は、 2 つの撮影部 3 2 1 A 、 3 2 1 B 、撮影制御部 3 2 2 、

画像処理部 3 2 3 、圧縮 伸長処理部 3 2 4 、 フ レーム メモ リ3 2 5 、 メデ

ィァ制御部 3 2 6 、内部 メモ リ3 2 7 、表示制御部 3 2 8 、及 び C P U 3 3

5 を備 えてお り、 これ らはバス B U S を介 して相互 に接続 され ている。また

、メデ ィァ制御部 3 2 6 には記録 メデ ィア 3 2 9 力、 表示制御部 3 2 8 には

モニタ 3 0 7 が各 々接続 され ている。更に、 C P U 3 2 には、 レリ一ズポ タ

ン 3 0 2 、電源ポ タン 3 0 3 、ズーム レバ一 3 0 4 及 び操作ポ タン 3 0 8 を

含んで構成 された入 力部 3 3 4 が接続 され ている。なお、撮影部 3 2 A 、

3 2 B は、被写体 を見込む輻輳角 を持 って、あ らか じめ定め られた基線長

となるよ うに配置 され ている。また、輻輳角及び基線長の情報 は内部 メモ リ

3 2 7 に記憶 され ている。

[0088] 図 1 6 は、撮影部 3 2 1 A 、 3 2 1 B の構成 を示す図である。図 1 6 に示

す よ うに撮影部 3 2 1 A 、 3 2 1 B は、 レンズ 3 1 0 A 、 3 1 0 B 、絞 り3

1 1 A 、 3 1 1 B 、 シャ ツタ 3 1 2 A 、 3 1 2 B 、撮像素子 3 1 3 A 、 3 1

3 B 、アナ ログフロン トエン ド （A F E ) 3 1 4 A 、 3 1 4 B 及 び A D 変

換部 3 1 5 A , 3 1 5 B をそれ ぞれ備 える。

[0089] レンズ 3 1 O A , 3 1 O B は、被写体 に焦点 を合わせ るための フォー カス

レンズ、ズーム機能 を実現す るためのズーム レンズ等の複数の機能別 レンズ

を有 している。 レンズ 3 O A , 3 1 O B の位置 は、撮影制御部 3 2 2 の A

F 処理部 3 2 2 a によ り得 られ る合焦デー タ及び図 1 3 及 び図 1 4 に示 した

ズーム レバー 3 0 4 が操作 された場合 に得 られ るズームデー タに基づいて、

不図示の レンズ駆動部 によ り調整 され る。

[0090] 絞 り 3 1 1 A , 3 1 1 B は、撮影制御部 3 2 2 の A E 処理部 3 2 2 b によ

り得 られ る絞 り値デー タに基づいて、不図示の絞 り駆動部 によ り絞 り径の調

整が行われ る。

[0091 ] シャ ツタ 3 1 2 A , 3 1 2 B はメカニカル シャ ツタであ り、不図示の シャ

ッタ駆動部 によ り、 A E 処理部 3 2 2 b によ り得 られ るシャ ツタス ピ一 ドに

応 じて駆動 され る。



[0092] 撮像素子 3 3 A , 3 1 3 B は、多数の受光素子を 2 次元状に配列 した光

電面を有 してお り、被写体光が この光電面に結像 して光電変換 されてアナ 口

グ撮影信号が取得 される。また、撮像素子 3 3 A , 3 1 3 B の前面には R

, G , B 各色のフィルタが規則的に配列 されたカラ一フィルタが配設 されて

いる。

[0093] A F E 3 1 4 A , 3 1 4 B は、撮像素子 3 1 3 A , 3 1 3 B か ら出力され

るアナ 口グ撮影信号に対 して、アナ 口グ撮影信号のノィズを除去する処理、

及びアナ ログ撮影信号のゲインを調節する処理 （以下 「アナ ログ処理」とい

う。）を施す。

[0094] A D 変換部 3 1 5 A , 3 1 5 B は、 A F E 3 1 4 A , 3 1 4 B によ りァ

ナ 口グ処理が施 されたアナ 口グ撮影信号をデジタル信号に変換する。なお、

撮影部 3 2 A によ り取得 されるデジタルの画像データによ り表 される画像

を左 目用画像 G 、撮影部 3 2 B によ り取得 される画像データによ り表 さ

れる画像を右 目用画像 G 2 とする。

[0095] 撮影制御部 3 2 2 は、上述のようにA F 処理部 3 2 2 a 及び A E 処理部 3

2 2 b を有 している。A F 処理部 3 2 2 a は、 レリーズポタン 3 0 2 が半押

し操作 されると、測距センサか ら測距情報を取得 し、 レンズ 1 O A , 1 O B

の焦点位置を決定 し、撮影部 3 2 A , 3 2 I B に出力する。A E 処理部 3

2 2 b は、プレ画像に基づいて絞 り値 とシャツタ速度 とを決定 し、撮影部 3

2 A , 3 2 1 B に出力する。

[0096] なお、 A F 処理部 3 2 2 a による焦点位置の検出方式としては、測距情報

を用いたアクティブ方式に限 らず、画像のコン トラス トを利用 して合焦位置

を検出するパ ッシブ方式を用いてもよい。

[0097] 撮影制御部 3 2 2 は、 レリーズポタン 3 0 2 が操作 されない状態では、撮

影範囲を確認 させるための、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の本画像よ り

も画素数が少ないスルー画像を、所定時間間隔 （例 えば 1 3 0 秒間隔）に

て順次生成 させるように撮影部 3 2 A , 3 2 1 B を制御する。そ して、撮

影制御部 3 2 2 は、 レリーズポタン 3 0 2 が全押 し操作 されると、本撮影を



開始すべ く、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の本画像を生成するように撮

影部 3 2 A , 3 2 1 B を制御する。

[0098] 以上の説明は静止画モー ドの場合であるが、本第 3 の実施形態では、動画

撮影モー ドにも設定可能である。動画撮影モー ドの場合、 レリーズポタン 3

0 2 が押圧 されると動画撮影が開始 され、フレーム毎に左 目用及び右 目用画

像 G 1 , G 2 が生成 され、再び レリーズポタン 3 0 2 が押圧 されると動画撮

影が停止する。

[0099] 画像処理部 3 2 3 は、撮影部 3 2 A , 3 2 1 B が取得 した左 目用及び右

目用画像 G 1 , G 2 のデジタルの画像データに対 して、ホワイ トバランス調

整、階調補正、シャープネス補正、及び色補正等の画像処理を施す。

[01 00] 圧縮 伸長処理部 3 2 4 は、画像処理部 3 2 3 によって処理が施 された左

目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の本画像を表す画像データに対 して、例 えば

、 J P E G等の圧縮形式で圧縮処理を行い、立体視用の画像 ファイル F 0 を

生成する。この立体視用の画像 ファイル F 0 は、左 目用及び右 目用画像 G 1

, G 2 の画像データを有 してお り、更に、 E x i f フォーマッ ト等に基づ く

、基線長、輻輳角及び撮影 日時等の付帯情報、及び視点位置を表す視点情報

を含んでいる。

[01 0 1] フ レームメモ リ3 2 5 は、撮影部 3 2 1 A , 3 2 1 B が取得 した左 目用及

び右 目用画像 G 1 , G 2 を表す画像データに対 して、前述の画像処理部 3 2

3 が行 う処理を含む各種処理を行 う際に使用する作業用メモ リである。

[01 02] メディア制御部 3 2 6 は、記録メディア 3 2 9 にアクセス して画像 フアイ

ル等の書き込み と読み込みの制御を行 う。

[01 03] 内部メモ リ3 2 7 は、複眼カメラ 3 0 1 において設定される各種定数、及

び C P U 3 3 5 が実行するプログラム等を記憶する。

[01 04] 表示制御部 3 2 8 は、立体視する場合に、フレームメモ リ3 2 5 又は記録

メディア 3 2 9 に記録 されている立体視画像 G R をモニタ 3 0 7 に表示させ

る。

[01 05] 図 1 7 は、モニタ 3 0 7 の構成を示す分解斜視図である。図 1 7 に示すよ



うに、モニタ 3 0 7 は、 L E D によ り発光す るバ ックライ トュニ ッ ト3 4 0

及び各種表示を行 うための液晶パネル 3 4 を積層 し、液晶パネル 3 4 の

表面に レンチキユラ一 シー ト3 4 2 を取 り付 けることによ り構成 されている

[01 06] 図 1 8 は、 レンチキユラ一 シー トの構成 を示す図である。図 1 8 に示す よ

うに レンチキユラ一 シー ト3 4 2 は、複数のシ リン ドリカル レンズ 3 4 3 を

基線に沿 った方向に並列に並べ ることによ り構成 されている。

[01 07] また、複眼カメラ 3 0 1 は、 3 次元処理部 3 3 0 を備 えている。 3 次元処

理部 3 3 0 は、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 をモニタ 3 0 7 に立体視表

示 させ るために、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 に対 して 3 次元処理 を行

つて立体視画像 G R を生成す る。

[01 08] 図 1 9 は、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 に対す る 3 次元処理 を説明す

るための図である。図 1 9 に示す ように 3 次元処理部 3 3 0 は、左 目用及び

右 目用画像 G , G 2 の各々を基線に対 して垂直方向に短冊状に切 り取 り、

レンチキユラ一 シ一 ト3 4 2 におけるシ リン ドリカル レンズ 3 4 3 のそれぞ

れ に、位置が対応す る短冊状に切 り取 った左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2

が交互に配置 され るように 3 次元処理 を行 って、立体視画像 G R を生成す る

。立体視画像 G R を構成す る左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の画像対は、

各々 1 つのシ リン ドリカル レンズに対応 して配置 され る。

[01 09] また、 3 次元処理部 3 3 0 は、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の視差 を

調整す ることもできる。 ここで、視差 とは、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G

2 の双方に含まれ る被写体の、左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の横方向、

すなわち基線に沿 った方向における画素位置のずれ量 をいう。視差 を調整す

ることによ り、立体視画像 G R に含まれ る被写体の立体感 を適切なもの とす

ることができる。

[01 0] また、 3 次元処理部 3 3 0 は、 リアル タイムで撮影部 3 2 1 A 、 3 2 B

で得 られた左 目用及び右 目用画像 G 1 , G 2 の視差 を調整 してもよい し、記

録 メデ ィア 3 2 9 に予め記録 されている左 目用及び右 目用画像 G , G 2 の



視差 を調整 してもよい。

[01 11] 以上のように構成 された複眼カメラ 3 0 では、第 1 の実施形態で説明 し

た第 1 又は第 2 の視差調整ルーチン又は第 2 の実施形態で説明 した第 3 の視

差調整ルーチンが実行 され る。なお、左 目用及び第 2 の視差調整ルーチンの

プログラムは内部 メモ リ3 2 7 に予め記憶 されている。

[01 2] なお、本発明は、上述 した実施形態に限定 され るものではな く、特許請求

の範囲に記載 された事項の範囲内で設計変更 された ものについても適用可能

である。

[01 3] 例 えば、上述 した第 1 及び第 2 の実施形態において、視差量 を直接取得す

る代わ りに、一例 と して図 2 0 に示す ような視差関連情報 を取得 してもよい

[01 4] 図 2 A 及び図 2 B は視差関連情報 を説明す るための図である。視差関

連情報 は、毎 フ レームの左 目画像 （左 目用画像 G 1 ) 及び右 目画像 （右 目用

画像 G 2 ) について、特徴点 A の座標群、特徵顏 A の座標群、特徵顏 B の座

標群、ハ ンチング有無な どの情報が該 当す る。そ して、 これ らの視差関連情

報 を用 いて視差調整 を行 ってもよい。

[01 5] また、上記第 1 及び第 2 の実施形態では、液晶シャツタ眼鏡 1 4 を使用 し

て立体視画像 をユーザに視認 させ、上記第 3 の実施形態では、 レンチキユラ

一シー ト4 2 を用 いることによって立体視画像 をユーザに視認 させ る場合の

形態例 を挙 げて説明 したが、 これ に限 らず、例 えば、上記第 1 及び第 2 の実

施形態で説明 した表示装置 1 2 のモニタ 1 2 A に レンチキユラ一 シー ト4 2

を適用す ると共に、上記第 3 の実施形態で説明 したように立体視画像 G R を

生成 してモニタ 1 2 A に表示す ることによ り、ユーザに対 して液晶シャツタ

眼鏡 1 4 を使用 させずに立体視画像 を視認 させ るように してもよい し、また

、上記第 3 の実施形態で説明 した複眼力メラ 3 0 1 のモニタ 3 0 7 に レンチ

キユラ一 シー ト4 2 を設 けることに代 えて、左 目用画像 G と右 目用画像 G

2 とを交互にモニタ 3 0 7 に表示す ると共に、上記第 1 及び第 2 の実施形態

で説明 したように液晶シャッタ眼鏡 1 4 を使用す ることによ り立体視画像 を



ユーザに視認 させ るように してもよい。

[01 6] また、上記各実施形態では、同一の人物の顏領域 に基づいて視差量 を取得

す る形態例 を挙 げて説明 したが、 これ に限 らず、例 えば、犬や猫な どのぺ ッ

トの顏領域であった り、特定の動物や植物の特徴部分の輪郭であった り、生

き物以外の物 （例 えば、 自動車、電車、及び建物な ど）の特徴部分の輪郭 を

視差量の取得対象 と して適用 してもよい。 この場合、取得対象の画像の特徴

を示す特徴量デー タが格納 されたパ ター ンマ ッチング用の画像辞書 を予め用

意 しておき、 この画像辞書 を用 いて取得対象 を特定 し、特定 した取得対象の

視差量 を算出す る形態例が挙 げ られ る。なお、画像辞書は、ユーザによって

カスタマイズ され る形態の ものが好ま しい。 この場合、ユーザが視差量の取

得対象 と して指定 した事物 を示す画像の特徴 を示す特徴量デー タの画像辞書

〜の追加登録及び画像辞書か らの削除を可能 とす る画像辞書が例示できる。

[01 7] また、視差量の取得対象 を、フ レーム毎に所定値の空間周波数 （エ ッジ成

分）で規定 された閉曲線で囲まれた領域 （閉曲線領域）に基づ く被写体像 と

してもよい し、フ レーム毎に所定空間周波数 を超 える空間周波数 （所定値）

の空間周波数で規定 された閉曲線領域 に基づ く被写体像 と してもよい。なお

、 この被写体像 は、フ レーム内における所定空間周波数以上の空間周波数で

規定 された閉曲線領域その ものであってもよい し、所定値の空間周波数で規

定 された閉曲線領域 を取 り囲む最小矩形や最小円形な どの幾何学形状内の領

域であってもよい し、閉曲線領域 を所定のァル ゴ リズムに従 って変形 させて

得 られた領域であってもよい。 このように、視差量の取得対象は、フ レーム

毎の予め定め られた被写体像であれ ば如何なるものであってもよい。

[01 8] なお、 日本出願 （特願 2 0 1 0 - 1 4 9 8 5 9 ) の開示はその全体が参照

によ り本明細書に取 り込まれ る。

[01 9] また、本明細書に記載 された全ての文献、特許出願及び技術規格 は、個 々

の文献、特許出願及び技術規格が参照によ り取 り込まれ ることが具体的かつ

個 々に記 された場合 と同程度に、本明細書中に参照によ り取 り込まれ る。

符号の説明



1 2 A , 3 0 7 モニタ

3 2 1 A 、 3 2 B 撮影部

3 2 2 撮影制御部

3 3 0 3 次元処理部

3 2 , 3 3 5 C P U

3 4 , 3 2 9 記録 メデ ィア



請求の範囲

[請求項 1] 複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の連続 フ レーム画像 を入力す る入力部 と、

前記入力部によって入力された連続 フ レーム画像 を構成す るフ レー

ム画像 に基づいて視差量 を取得す る視差量取得部 と、

前記視差量取得部によ り取得 された視差量の一定期間の変動が所定

値 よ り大 きい場合、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した

場合、及び前記視差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な く

とも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す る異常判定部 と

前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合に

、第 1 の視差調整 を行 い、前記異常判定部によ り前記視差量に異常が

あると判定 された場合に、前記第 1 の視差調整の制御 と異なる第 2 の

視差調整の制御 に切 り替 えて視差調整 を行 う視差調整部 と、

前記視差調整部によって前記視差調整が行われた前記連続 フ レーム

画像 を出力す る出力部 と、

を含む再生装置。

[請求項 2] 前記視差調整部は、前記異常判定部によ り前記視差量に異常がある

と判定 された場合、予め定め られた視差量最大変化量の範囲内で視差

調整 を行 う

請求項 1 に記載の再生装置。

[請求項3] 前記視差調整部は、前記異常判定部によ り前記視差量に異常がある

と判定 された場合、前 フ レームでの視差量 を用 いて視差調整 を行 う

請求項 1 又は請求項 2 に記載の再生装置。

[請求項4] 前記視差調整部は、前記異常判定部によ り前記視差量に異常がある

と判定 された場合、視差調整頻度 を低下 させ る

請求項 1 〜請求項 3 の何れか 1 項 に記載の再生装置。

[請求項5] 前記視差量取得部は、前記 フ レーム画像 内において視差量の取得対



象の被写体像 と して予め定め られた被写体像 に基づいて視差量 を取得

す る請求項 1 〜請求項 4 の何れか 1 項 に記載の再生装置。

[請求項6] 前記予め定め られた被写体像 を、前記 フ レーム画像 内の所定値の空

間周波数で規定 され る閉曲線領域 に基づ く被写体像 と した請求項 5 記

載の再生装置。

[請求項7] 複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の連続 フ レー ム 画像 を入力す る入力部 と、

前記入力部によって入力された連続 フ レーム画像 を構成す るフ レー

ム画像 に基づいて所定オ ブジェク 卜の視差量 を取得す る視差量取得部

と、

前記視差量取得部によ り取得 された視差量の一定期間の変動が所定

値 よ り大 きい場合、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した

場合、及び前記視差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な く

とも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す る異常判定部 と

前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合に

、前記所定オ ブジェク 卜の視差調整 を行 い、前記異常判定部によ り前

記視差量に異常があると判定 された場合に、前記所定オ ブジェク 卜と

異なる他のオ ブジェク トを対象 と して視差調整 を行 う視差調整部 と、

前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合に

、前記視差調整部によって視差調整が行われた前記所定オ ブジェク ト

を含む前記 フ レーム画像 を出力 し、前記異常判定部によ り前記視差量

に異常があると判定 された場合に、前記視差調整部によって視差調整

が行われた前記他のオ ブジェク トを含む前記 フ レー ム 画像 を出力す る

出力部 と、

を含む再生装置。

[請求項8] 前記視差調整部は、前記 フ レーム画像の画像面に垂直な方向におい

て前記所定オ ブジェク 卜と最 も距離が近 いオ ブジェク トを前記他のォ



ブジェク トとす る

請求項 7 に記載の再生装置。

前記視差調整部は、前記 フ レーム画像の画像面上において前記所定

オ ブジェク 卜と最 も距離が近 いオ ブジェク トを前記他のオ ブジェク ト

とす る

請求項 7 に記載の再生装置。

前記所定オ ブジェク ト及び前記他のオ ブジェク 卜の少な くとも一方

を、前記 フ レーム画像 内の所定値の空間周波数で規定 され る閉曲線領

域 に基づ く被写体像 と した請求項 7 〜請求項 9 の何れか 1 項 に記載の

再生装置。

前記出力部によ り出力された前記 フ レー ム 画像 を、立体視画像 と し

て視認 され るように表示す る表示部 を更に含む請求項 1 〜請求項 1 0

の何れか 1 項 に記載の再生装置。

請求項 1 〜請求項 1 1 の何れか 1 項 に記載の再生装置 と、

前記連続 フ レーム画像 を、複数の視点か ら同一の被写体 を連続 フ レ

一ムで撮像す ることによ り生成す る撮像部 と、

を含む複眼撮像装置。

複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の 連続 フ レー ム 画像 を入力 し、

入力された連続 フ レー ム 画像 を構成す るフ レー ム 画像 に基づいて視

差量 を取得 し、

前記取得 した前記視差量の一定期間の変動が所定値 よ り大 きい場合

、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視

差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な くとも 1 つの場合に

、前記視差量に異常があると判定 し、

前記視差量に異常がないと判定 した場合に、第 1 の視差調整 を行 い

、前記視差量に異常があると判定 した場合に、前記第 1 の視差調整の

制御 と異なる第 2 の視差調整の制御 に切 り替 えて視差調整 を行 い、



前記視差調整が行われた前記連続 フ レー ム 画像 を出力す る

再生方法。

[請求項 14] 複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の連続 フ レーム画像 を入力 し、

入力された連続 フ レー ム 画像 を構成す るフ レー ム 画像 に基づいて所

定ォ ブジェク 卜の視差量 を取得 し、

前記取得 した前記視差量の一定期間の変動が所定値 よ り大 きい場合

、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した場合、及び前記視

差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な くとも 1 つの場合に

、前記視差量に異常があると判定 し、

前記視差量に異常がないと判定 した場合に、前記所定オ ブジェク ト

の視差調整 を行 い、前記視差量に異常があると判定 した場合に、前記

所定オ ブジェク 卜と異なる他のオ ブジェク トを対象 と して視差調整 を

行 い、

前記視差量に異常がないと判定 された場合に、前記視差調整が行わ

れた前記所定オ ブジェク トを含む前記 フ レー ム 画像 を出力 し、前記視

差量に異常があると判定 された場合に、前記視差調整が行われた前記

他のオ ブジェク トを含む前記 フ レー ム 画像 を出力す る

再生方法。

[請求項 15] コン ピュー タを、

複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の連続 フ レー ム 画像 を入力す る入力部、

前記入力部によって入力された連続 フ レーム画像 を構成す るフ レー

ム 画像 に基づいて視差量 を取得す る視差量取得部、

前記視差量取得部によ り取得 された視差量の一定期間の変動が所定

値 よ り大 きい場合、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した

場合、及び前記視差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な く

とも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す る異常判定部、



前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合に

、第 1 の視差調整 を行 い、前記異常判定部によ り前記視差量に異常が

あると判定 された場合に、前記第 1 の視差調整の制御 と異なる第 2 の

視差調整の制御 に切 り替 えて視差調整 を行 う視差調整部、

及び前記視差調整部によって前記視差調整が行われた前記連続 フ レ

—ム画像 を出力す る出力部 と して機能 させ るための プログラム。

[請求項 16] コン ピュー タを、

複数の視点か ら同一の被写体が連続 フ レームで撮像 された複数視点

の連続 フ レー ム 画像 を入力す る入力部 と、

前記入力部によって入力された連続 フ レーム画像 を構成す るフ レー

ム画像 に基づいて所定オ ブジェク 卜の視差量 を取得す る視差量取得部

前記視差量取得部によ り取得 された視差量の一定期間の変動が所定

値 よ り大 きい場合、前記視差量が予め定め られた許容限界値に達 した

場合、及び前記視差量の取得対象 を検出できな くな った場合の少な く

とも 1 つの場合に、前記視差量に異常があると判定す る異常判定部、

前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場合に

、前記所定オ ブジェク 卜の視差調整 を行 い、前記異常判定部によ り前

記視差量に異常があると判定 された場合に、前記所定オ ブジェク 卜と

異なる他のオ ブジェク トを対象 と して視差調整 を行 う視差調整部、

及び前記異常判定部によ り前記視差量に異常がないと判定 された場

合に、前記視差調整部によって視差調整が行われた前記所定オ ブジェ

ク トを含む前記 フ レー ム 画像 を出力 し、前記異常判定部によ り前記視

差量に異常があると判定 された場合に、前記視差調整部によって視差

調整が行われた前記他のオ ブジェク トを含む前記 フ レー ム 画像 を出力

す る出力部 と して機能 させ るための プログラム。
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